
（１）人口・面積・議員数等

市政施行日 面　　積 人　　口 世　 帯　 数 議員定数

(k㎡) (人) (世帯) (人)

八 王 子 市 Ｔ 6. 9. 1 186.38 561,344 273,740 40

★ 立 川 市 Ｓ15.12. 1 24.36 184,661 93,906 28

武 蔵 野 市 Ｓ22.11. 3 10.98 147,975 78,283 26

三 鷹 市 Ｓ25.11. 3 16.42 190,774 96,408 28

青 梅 市 Ｓ26. 4. 1 103.31 131,661 64,034 24

★ 府 中 市 Ｓ29. 4. 1 29.43 260,508 127,832 30

昭 島 市 Ｓ29. 5. 1 17.34 113,542 55,272 22

調 布 市 Ｓ30. 4. 1 21.58 238,087 121,786 28

★ 町 田 市 Ｓ33. 2. 1 71.55 429,645 201,449 36

小 金 井 市 Ｓ33.10. 1 11.30 124,078 62,177 24

★ 小 平 市 Ｓ37.10. 1 20.51 195,207 93,654 28

★ 日 野 市 Ｓ38.11. 3 27.55 187,048 91,215 24

★ 東 村 山 市 Ｓ39. 4. 1 17.14 151,259 74,342 25

国 分 寺 市 Ｓ39.11. 3 11.46 127,272 62,747 24

国 立 市 Ｓ42. 1. 1 8.15 76,423 38,825 22

福 生 市 Ｓ45. 7. 1 10.16 56,786 30,238 19

狛 江 市 Ｓ45.10. 1 6.39 83,218 43,152 22

東 大 和 市 Ｓ45.10. 1 13.42 85,294 39,753 22

清 瀬 市 Ｓ45.10. 1 10.23 74,972 36,376 20

東久留米市 Ｓ45.10. 1 12.88 117,020 55,603 22

武蔵村山市 Ｓ45.11. 3 15.32 72,000 32,321 20

多 摩 市 Ｓ46.11. 1 21.01 148,411 73,464 26

稲 城 市 Ｓ46.11. 1 17.97 92,585 41,592 22

羽 村 市 Ｈ 3.11. 1 9.90 54,622 25,864 18

あきるの市 Ｈ 7. 9. 1 73.47 80,177 36,224 21

★ 西 東 京 市 Ｈ13. 2.18 15.75 206,067 100,443 28

― 30.15 161,178 78,873 25

（注）１　★印は類似団体
　　　２　面積は令和３年１０月１日現在
　　　３　人口・世帯は令和３年４月１日現在

東京都２６市の概況

住民基本台帳による人口と世帯数

区　　　分

平　　均



（２）令和２年度決算状況 （単位：千円・％）

歳 入 総 額 歳 出 総 額

う ち 市 税 構成比 う ち 人 件 費 構成比

八 王 子 市 270,945,307 90,751,232 33.5 262,920,201 27,914,102 10.6

立 川 市 105,528,468 39,756,787 37.7 98,966,907 11,016,258 11.1

武 蔵 野 市 88,165,578 41,823,423 47.4 83,891,129 9,773,978 11.7

92,277,479 38,403,959 41.6 89,344,845 10,139,903 11.3

青 梅 市 68,437,435 19,720,189 28.8 66,623,391 7,109,151 10.8

府 中 市 138,747,871 52,036,887 37.5 134,834,493 12,461,073 9.2

昭 島 市 56,527,538 19,898,768 35.2 54,700,665 6,064,503 11.1

125,161,758 47,291,445 37.8 119,346,374 12,439,004 10.4

町 田 市 222,652,994 69,256,764 31.1 216,708,988 21,969,270 10.1

小 金 井 市 60,259,856 21,827,142 36.2 58,406,688 6,367,573 10.9

小 平 市 93,306,036 31,076,467 33.3 89,851,930 9,997,343 11.2

日 野 市 93,042,066 30,611,612 32.8 89,889,848 11,360,848 12.6

日 野 市 77,061,217 21,115,757 27.4 74,149,134 8,430,193 11.4

国 分 寺 市 64,793,648 23,863,645 36.8 62,864,528 7,157,915 11.5

国 立 市 39,730,592 15,450,350 38.9 39,047,679 5,505,094 14.1

福 生 市 32,017,872 8,045,733 25.1 31,362,742 3,765,503 12.0

狛 江 市 40,606,713 12,910,372 31.8 38,874,179 4,557,439 11.7

東 大 和 市 44,273,867 12,830,100 29.0 42,281,094 4,671,300 11.0

清 瀬 市 43,641,136 9,906,116 22.7 42,404,538 4,749,373 11.2

東久留米市 58,638,734 17,258,660 29.4 57,020,832 6,246,387 11.0

武蔵村山市 38,481,362 10,493,071 27.3 37,400,732 3,800,855 10.2

多 摩 市 74,977,734 29,446,609 39.3 72,029,432 8,242,641 11.4

稲 城 市 47,116,848 15,809,875 33.6 45,621,756 5,579,497 12.2

羽 村 市 30,408,654 10,122,984 33.3 29,332,265 3,584,061 12.2

あきる野市 42,372,757 10,884,230 25.7 41,759,570 4,643,616 11.1

西 東 京 市 102,230,680 32,632,113 31.9 99,594,471 10,625,449 10.7

82,746,315 28,200,934 34.1 79,970,324 8,775,859 11.0



（３）令和２年度財政力指数等

財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率

（％） （％）

八 王 子 市 0.941 85.7 －

★ 立 川 市 1.163 87.8 1.8

武 蔵 野 市 1.520 84.2 －

三 鷹 市 1.159 89.4 1.0

青 梅 市 0.847 99.1 2.6

★ 府 中 市 1.220 85.1 3.0

昭 島 市 0.979 92.4 －

調 布 市 1.194 91.3 －

★ 町 田 市 0.967 91.9 －

小 金 井 市 1.025 94.8 1.8

★ 小 平 市 0.968 91.0 2.0

★ 日 野 市 0.965 96.2 －

★ 東 村 山 市 0.802 93.1 2.3

国 分 寺 市 1.044 93.4 －

国 立 市 1.001 98.3 －

福 生 市 0.764 90.2 －

狛 江 市 0.883 89.7 1.7

東 大 和 市 0.844 92.1 －

清 瀬 市 0.684 91.6 3.7

東久留米市 0.837 92.9 －

武蔵村山市 0.821 92.4 －

多 摩 市 1.135 87.3 2.0

稲 城 市 0.957 88.3 3.0

羽 村 市 0.980 100.2 1.0

あきる野市 0.717 97.5 7.1

★ 西 東 京 市 0.908 94.0 2.1

0.974 91.9 2.5

（注）１　財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得

　　　　た数値の過去３年間の平均値。この指数が高いほど、財源に余裕があると言える。なお、単年度でこの
　　　　指数が１を超えると、普通交付税の交付を受けない「不交付団体」となる。
　　　２　経常収支比率とは、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入され
　　　　る財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占
　　　　める割合。財政状況の弾力性を示す指標で、通常70～80％が適正水準とされている。
　　　３　実質公債費比率とは、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入さ
　　　　れる財源のうち、公債費や公営企業債に対する操出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債
　　　　費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前３年度の平均値。
　　　　地方債協議制度の下で、１８％以上の団体は地方債の発行に際し許可が必要となるなど、段階的に制限
　　　　が強められることとなる。
　　　　　なお、数値が０以下のものは、「－」で表示。
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